
指定都市要件検討分科会における検討要件一覧（介護保険）
※ 協議案_管理番号順ではなく、要件の内容が近しい順に並び変えています。

制度所管府省（事務局）作業

協議案
_管理
番号

シート
名

No 事業名 自治体
名

意見内容 大項目 中項目 機能要件 実装
区分

要件の考え方・理由 備考 協議後
の判定
区分

9/28 第１回分科会（確認１回目時点）
検討方針

11/2 確認（２回目）
検討方針・論点

大項目 機能要件 実装
類型

要件の考え方・理由 備考（改版
内容等）

適合
基準日

検討分類

48 素案 追-33 03.保険
料賦課

名古屋
市

【機能ID3.5.7.】過年度分の保険料計算についても、【機能
ID3.5.1】より一括更新できるという認識でよいか。【機能
ID3.5.3.】にて事前確認が可能であると記載があるが、一括
処理したものについても確認できるということでよいか。
過年度分の保険料については、賦課決定の期間制限を判断
する必要があるため、対象者の資格取得日または賦課期日か
ら決定可否を判定する機能を追加してほしい。

3　保険
料賦課

3.5　月
割賦課

過年度分の保険料については、賦課決定の期間制限を判断
する必要があるため、対象者の資格取得日または賦課期日か
ら決定可否を判定できること。

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

2023年3
月、指定都
市要件とし
て詳細化

再検討 機能ID 0230384にて規定済となります。
なお、ご意見を踏まえ、「要件の考え方・理由」に補記することを
検討します。

ご意見を踏まえ、以下のとおり見直しましたので、第3.0版案
（修正版）の確認をお願いします。
○一覧で確認できる状態において、想定される賦課処理結果
を確認できることを明確にするため、機能要件に追記しました。
○追加する機能要件は実装必須機能としておりましたので、適
合基準日は「令和８年４月１日」に見直しました。

機能
追加

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、第3.0版案にて
指定都市要件として機能追加します。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

3　保険
料賦課

＜機能ID 0230384に補記した要件を指定都市要件として追加＞
月割賦課更正を行う前にデータ更新を行なわず、想定される賦課処
理結果を自動判定し、一覧で確認できること。

◎ 当機能要件にて、介護保険法第200条の２に倣い、過年度
分の保険料における賦課決定可否等も確認することを想定し
ている。

2024年3月、
指定都市要
件として追加

令和８年
４月１日

検討

81 修正
案

追-27 07.認定
管理

新潟市
事務センターや包括支援センター及び居宅介護支援事業所へ
申請受付を外部委託した場合、検索画面において、実装とし
て市民全ての情報が検索、閲覧できる機能は、故意的ではな
くても個人情報漏洩の面から非常に危険である、ベンダーの競
争領域ではあるものの、政令市においては、直営で申請入力
は予算、人的要因から難しく、例えば、被保険者番号と氏名
が合致しなければ検索結果が表示されないなどの「検索」方法
に制限を加え、市職員以外が閲覧した際に画面の制限を加え
る必要があると考える。

検索において、被保険者番号および氏名などの複数の条件を
入力しないと検索結果が表示されないなどの設定を加えるこ
と。

◎ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

再検討 台帳管理機能における対象者の検索において、必須での入力
を指定できる機能要件を検討します。
なお、必ずしも指定都市として必要な要件ではなく、人口規模
に寄らず自治体の運用によるところであることから、標準オプショ
ン機能として検討します。

各構成員様のご意見を踏まえ、右記の機能要件のとおり（緑
文字を追記、灰色文字を削除）見直しましたので、第3.0版
案（修正版）の確認をお願いします。

・権限設定については、システムの制御として業務等の単位で
利用可能とするものを設定されるものであるため、当機能要件
として追記しておりません。
・曖昧検索については、氏名に関する検索に関する機能要件と
して、機能ID 0230182（小項目1.4.2.）にて実装必須機
能としておりますので、当機能についても適用されるものと想定し
ています。

機能
追加

・ベンダ1社から「受入不可」の回答を頂戴いたしましたが、パラメタ等に
よる設定等の実装方法（検索時の合致条件やエラーチェックの仕様
等）はベンダによるところであり、実装された機能を踏まえ、自治体は
利用可否を判断いただくものと考えます。必要性はベンダや自治体に
て変わるものと考えるため、標準オプション機能として提示しておりまし
た。

・以上のことを踏まえ、左記の要件は第3.0版案にて指定都市要件と
して機能追加します。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

1　介護
保険共
通

＜指定都市要件として新規追加＞
対象者の検索において、以下の項目のうち、 複数を入力し設定により
指定した項目を入力し検索した場合のみ検索結果が表示できること。

・被保険者番号　・宛名番号　・氏名カナ　・氏名漢字
・生年月日（西暦・和暦）　・住所　・住所方書　・世帯番号

 ※ 入力対象とする項目はパラメタ等で設定できること。
※1 当機能の利用有無を設定できること。
※2 当機能を利用する場合、単一項目又は複数項目を入力対象と
するかパラメタ等で設定できること。

○  人口規模や大量処理のために必要な機能 2024年3月、
指定都市要
件として追加

 令和９年
 ４月１日

検討

90 追加
要件
①

8 04.保険
料収納

4.7. 【機能ID 4.7.1.】
①納付証明書において、本市では「納付済み額のお知らせ」と
「納付証明書」の2帳票を出力しているが、「納付済み額のお
知らせ」には公印が不要となっている。標準仕様書に合わせる
場合、「納付証明書」か「納付済み額のお知らせ」のどちらか一
方にする必要があるため、公印有と公印無の両帳票が出力が
できること。

◎ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

（横浜
市）19介
護保険_素
案確認用
_NO.846

再検討 素案に記載されている機能要件等の内容や自治体の運用に
よるところであることを勘案し、標準オプション機能の※書きとし
て公印の印字有無を出力時に選択できることを追加するよう検
討します。
※ 協議案管理番号 132と同趣旨意見

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、「第3.0
版案で合意により完了」とします。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１
月のWTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象と
します。

・追記した※8の設定については、「介護保険料納付証明書」
の出力機能が被保険者ごとに一回の処理で1人分を出力する
機能であれば、出力時に被保険者ごとに設定することになるか
と思います。一括出力機能であれば、出力機能の実装方法に
よるものと考えますが、一回の処理で出力する複数の被保険者
に対して、1人1人公印有無を出力時に設定することも、一回
の処理で出力する複数の被保険者分すべてに対して、公印有
無を共通で設定することも、どちらの対応であっても※8の内容
を満たす機能と考えます。

機能
追加

・第１回分科会後の確認にて、全構成員から「受入可」と回答を頂
戴しましたので、第3.0版案にて指定都市要件として機能追加しま
す。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

4　保険
料収納

＜機能ID 0230456の要件をもとに指定都市要件として追加＞
年間納付済額を被保険者に通知するための「介護保険料納付証明
書」が出力できること。
納期未到来分については、納付見込み額として印字できること。

※1 一括出力もできること
※2 納付方法（納付書払い／口座振替／特別徴収等）ごとに出
力できること
※3 徴収方法（普通徴収／特別徴収）ごとに出力できること
※4 ハガキサイズの様式での出力もできること
※5 ハガキ様式については、プレプリント様式を用いた出力ができること
※6 介護保険料納付額について、還付を考慮するか否かを選択でき
ること
※7 特別徴収分について、非課税年金からの特別徴収のみを印字
か、非課税年金以外を含むすべての特別徴収を印字かを選択できる
こと
※8 出力時に公印の印字有無を選択できること

＜介護保険料納付証明書（ハガキ様式）＞
■帳票詳細要件 シート:収納-07■

○ 2024年3月、
指定都市要
件として追加

 令和９年
 ４月１日

検討

132 追加
要件
①

50 4　保険
料収納

4.7　納
付証明
書発行

【機能要件4.7.1.】
年間納付済額を被保険者に通知するための「介護保険料納
付証明書」が出力できること。
納期未到来分については、納付見込み額として印字できるこ
と。
※1 一括出力もできること
※2 納付方法（納付書払い／口座振替／特別徴収等）ご
とに出力できること
※3 徴収方法（普通徴収／特別徴収）ごとに出力できるこ
と
※4 ハガキサイズの様式での出力もできること
※5 ハガキ様式については、プレプリント様式を用いた出力がで
きること
※6 介護保険料納付額について、還付を考慮するか否かを選
択できること
※7 特別徴収分について、非課税年金からの特別徴収のみを
印字か、非課税年金以外を含むすべての特別徴収を印字かを
選択できること

※出力時に公印の有無（有料・無料）の選択ができること

※＜介護保険料納付証明書（ハガキ様式）＞
■帳票詳細要件 シート:収納-07■

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

19介護保
険_素案確
認用_【回
答様式】
_No.961

再検討 素案に記載されている機能要件等の内容や自治体の運用に
よるところであることを勘案し、標準オプション機能の※書きとし
て公印の印字有無を出力時に選択できることを追加するよう検
討します。
※ 協議案管理番号 90と同趣旨意見

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、「第3.0
版案で合意により完了」とします。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１
月のWTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象と
します。

・追記した※8の設定については、「介護保険料納付証明書」
の出力機能が被保険者ごとに一回の処理で1人分を出力する
機能であれば、出力時に被保険者ごとに設定することになるか
と思います。一括出力機能であれば、出力機能の実装方法に
よるものと考えますが、一回の処理で出力する複数の被保険者
に対して、1人1人公印有無を出力時に設定することも、一回
の処理で出力する複数の被保険者分すべてに対して、公印有
無を共通で設定することも、どちらの対応であっても※8の内容
を満たす機能と考えます。

機能
追加

協議案_管理番号90と同じ。 4　保険
料収納

＜機能ID 0230456の要件をもとに指定都市要件として追加＞
年間納付済額を被保険者に通知するための「介護保険料納付証明
書」が出力できること。
納期未到来分については、納付見込み額として印字できること。

※1 一括出力もできること
※2 納付方法（納付書払い／口座振替／特別徴収等）ごとに出
力できること
※3 徴収方法（普通徴収／特別徴収）ごとに出力できること
※4 ハガキサイズの様式での出力もできること
※5 ハガキ様式については、プレプリント様式を用いた出力ができること
※6 介護保険料納付額について、還付を考慮するか否かを選択でき
ること
※7 特別徴収分について、非課税年金からの特別徴収のみを印字
か、非課税年金以外を含むすべての特別徴収を印字かを選択できる
こと
※8 出力時に公印の印字有無を選択できること

＜介護保険料納付証明書（ハガキ様式）＞
■帳票詳細要件 シート:収納-07■

○ 2024年3月、
指定都市要
件として追加

 令和９年
 ４月１日

検討

131 追加
要件
①

49 3　保険
料賦課

3.1　保
険料賦
課共通

【機能要件3.1.6.】
特別徴収（追加）候補者情報について、システムで管理して
いる情報との突合により、特別徴収対象者の紐付けができ、結
果が照会できること。

※ 一括での紐付けもできること

※特別徴収の新規開始者・継続対象者を問わず、特別徴収
対象の年金情報は国事務連絡「介護・国保・後期高齢者保
険料（税）の特別徴収について」に記載されている優先順位
に基づいて紐付けされること。

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

19介護保
険_素案確
認用_【回
答様式】
_No.637

再検討 介護保険法施行令42条に基づき優先順位に応じた天引きと
なりますため、法令に則る要件は詳細に示しておりませんでした
が、※書きを追加するよう検討します。

※ 特別徴収対象の年金情報の優先順位を基に紐付けできる
こと

なお、指定都市として必要な要件ではなく、人口規模に寄らず
自治体の運用によるところであることから、指定都市要件として
取扱うかも含め検討します。

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、「第3.0
版案で合意により完了」とします。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１
月のWTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象と
します。

機能
追加

・第１回分科会後の確認にて、全構成員から「受入可」と回答を頂
戴しましたので、第3.0版案にて指定都市要件として機能追加しま
す。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

3　保険
料賦課

＜機能ID 0230326の要件をもとに指定都市要件として追加＞
特別徴収（追加）候補者情報について、システムで管理している情
報との突合により、特別徴収対象者の紐付けができ、結果が照会でき
ること。

※ 特別徴収対象の年金情報の優先順位を基に紐付けできること

◎ 当要件にかかる運用を介護保険システム以外（統合収滞納
管理機能）にて実施する場合は、デジタル庁にて定める「地方
公共団体情報システム共通機能標準仕様書」のとおりである。

2024年3月、
指定都市要
件として追加

令和８年
４月１日

検討

145 追加
要件
①

63 7　認定
管理

7.9　謝
金・報酬
支払

【機能要件7.9.2】
認定調査の予定情報又は実績情報、認定調査委託料に関
する情報が登録・修正・削除・照会できること。また、予定／実
績情報より認定調査委託料を計算できること。
【管理項目】
・在宅施設区分コード・新規継続区分コード・調査委託事業
者（事業所番号）・認定調査員（所属者番号）・調査依
頼日・調査日時・調査結果入手日・請求書受理日・支払日・
認定調査委託料・消費税・その他費用・合計額

【機能要件7.9.7】
意見書作成の依頼情報又は実績情報、意見書作成料に関
する情報が登録・修正・削除・照会できること。また、依頼／実
績情報より意見書作成料を計算できること。
【管理項目】
・在宅施設区分コード・新規継続区分コード・意見書作成医
療機関（事業所番号）・意見書作成医（所属者番号）・
意見書依頼日・意見書作成日・意見書入手日・請求書受理
日・支払日・意見書作成料・消費税・その他費用・合計額

◎ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

19介護保
険_素案確
認用_【回
答様式】
_No.154
7

再検討 項目「調査依頼日」「意見書依頼日」は以下のとおり、規定済
となります。
項目「調査依頼日」:機能ID 0230684
項目「意見書依頼日」:機能ID 0230698

「請求書受理日」は、機能ID 0230813、0230818への追
加を検討します。

なお、機能要件の実装区分、および上記項目は、必ずしも指
定都市として必要な要件ではなく、人口規模に寄らず自治体
の運用によるところであることから、標準オプション機能といたしま
す。

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、「第3.0
版案で合意により完了」とします。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１
月のWTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象と
します。

機能
追加

・第１回分科会後の確認にて、全構成員から「受入可」と回答を頂
戴しましたので、第3.0版案にて指定都市要件として機能追加しま
す。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

7　認定
管理

＜機能ID 0230813の要件をもとに指定都市要件として追加＞
認定調査の予定情報又は実績情報、認定調査委託料に関する情
報が登録・修正・削除・照会できること。また、予定／実績情報より認
定調査委託料を計算できること。

【管理項目】
・在宅施設区分コード　・新規継続区分コード
・調査委託事業者（事業所番号）　・認定調査員（所属者番
号）
・調査日時　・調査結果入手日　・支払日　・請求書受理日
・認定調査委託料　・消費税　・その他費用　・合計額

＜機能ID 0230818の要件をもとに指定都市要件として追加＞
意見書作成の依頼情報又は実績情報、意見書作成料に関する情
報が登録・修正・削除・照会できること。また、依頼／実績情報より意
見書作成料を計算できること。

【管理項目】
・在宅施設区分コード　・新規継続区分コード
・意見書作成医療機関（事業所番号）　・意見書作成医（所属
者番号）
・意見書作成日　・意見書入手日　・支払日　・請求書受理日
・意見書作成料　・消費税　・診断検査費用　・その他費用　・合計
額

○ 人口規模や大量処理のために必要な機能 2024年3月、
指定都市要
件として追加

 令和９年
 ４月１日

検討

指定都市要件検討結果（第２回分科会）の判定区分・検討結果
判定区分:採用（機能追加、規定済、代替可）、不採用

デジタル庁 事務局　第3.0版案デジタル庁（素案）
事務局

事務局

資料２青色明細は全て受入可となった要件

赤文字は第１回分科会にて提示した変更箇所 緑文字は確認１回目の結果を踏まえ反映した箇所
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受入
可否

受入不可
箇所

受入不可理由 受入可能内容 質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可能
内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可能
内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可能内容 質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可
能内容

質問・補足等

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

当該機能
要件で受
け入れま
す。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
不可

機能 「※2 当機能を利用する場
合、単一項目又は複数項
目を入力対象とするかパラ
メタ等で設定できること。」
⇒パラメータ化すると検索の
制御が複雑化することが懸
念される。複数項目の組み
合わせによる、検索時の合
致条件やエラーチェックの仕
様が自治体によって判断が
変わるものと想定され、シス
テム化が困難と判断。

複数項目
の組み合
わせを限
定できる
場合のみ
受入可
能。

現状の機能要件の記載だ
と、ご指摘の通りベンダや自
治体によって当要件の実装
方針が変わるため、仕様統
一性が図れなくなる（自治
体運用に合わない場合個
別改修の検討が必要とな
る）ことを危惧して受入不
可とさせていただきました。
ベンダ側の判断で決めてよ
いとのことであれば、事務局
案で問題ありません。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

堺市 日立システムズ 富士通Japan
第２回指定都市要件検討分科会後　ご意見記入箇所

確認（２回目）の回答内容（指定都市） 確認（２回目）の回答内容（ベンダ）

横浜市 川崎市 名古屋市 大阪市 神戸市 NEC
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指定都市要件検討分科会における検討要件一覧（介護保険）
※ 協議案_管理番号順ではなく、要件の内容が近しい順に並び変えています。

制度所管府省（事務局）作業

協議案
_管理
番号

シート
名

No 事業名 自治体
名

意見内容 大項目 中項目 機能要件 実装
区分

要件の考え方・理由 備考 協議後
の判定
区分

9/28 第１回分科会（確認１回目時点）
検討方針

11/2 確認（２回目）
検討方針・論点

大項目 機能要件 実装
類型

要件の考え方・理由 備考（改版
内容等）

適合
基準日

検討分類指定都市要件検討結果（第２回分科会）の判定区分・検討結果
判定区分:採用（機能追加、規定済、代替可）、不採用

デジタル庁 事務局　第3.0版案デジタル庁（素案）
事務局

事務局

資料２青色明細は全て受入可となった要件

赤文字は第１回分科会にて提示した変更箇所 緑文字は確認１回目の結果を踏まえ反映した箇所

166 追加
要件
②

1006 05.滞納
管理

北海道
札幌市

○　【機能ID 5.4.1.】
①多様な差押に対応するため、【管理項目】に・滞納処分状
況:、参加差押での先行庁差押解除年月日、・差押予告有
無、公売有無、配当有無を追加していただきたい。

5　滞納
管理

5.4　滞
納処分

滞納処分や不納欠損等の状況が登録・修正・削除・照会でき
ること。

管理項目に以下の項目を追加する。
・滞納処分状況　・参加差押での先行庁差押解除年月日　・
差押予告有無　・公売有無　・配当有無

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

再検討 項目「滞納処分状況」は機能ID 0230491にて属する詳細
な項目を規定済となります。
項目「配当有無」は機能ID 0230492に規定する配当・換価
情報にて規定済となります。

項目「参加差押での先行庁差押解除年月日」「差押予告有
無」「公売有無」は、機能ID 0230491の管理項目「滞納処
分状況_処分内容」での管理を想定していますが、個々での管
理を検討します。
なお、必ずしも指定都市として必要な要件ではなく、人口規模
に寄らず自治体の運用によるところであることから、標準オプショ
ン機能として検討いたします。

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、「第3.0
版案で合意により完了」とします。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１
月のWTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象と
します。

機能
追加

・第１回分科会後の確認にて、全構成員から「受入可」と回答を頂
戴しましたので、第3.0版案にて指定都市要件として機能追加しま
す。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

5　滞納
管理

＜機能ID 0230492の要件をもとに指定都市要件として追加＞
滞納処分や不納欠損等の状況が登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】
・債権種別コード
・配当・換価情報（換価金額、債権者の住所・名称、首⾧が確認し
た債権額、配当順位、配当金額、交付期日、交付場所）
・充当情報（交付要求（参加差押）先執行機関、交付要求（参
加差押）・差押年月日、受入金額）
・繰上徴収情報（変更後納期限、繰上徴収する理由）
・換価猶予情報（換価猶予区分※2、換価猶予期間、申請理由、
担保有無、担保または担保無の理由、換価猶予取消期間、取消事
由）
・滞納処分状況（処分起案日、処分決裁日）
・参加差押での先行庁差押解除年月日　・差押予告有無　・公売
有無

※1 不納欠損の一括登録もできること
※2 換価猶予区分は、職権による換価猶予か申請による換価猶予
かを識別できること

○ 人口規模や大量処理のために必要な機能 2024年3月、
指定都市要
件として追加

 令和９年
 ４月１日

検討

13 素案 550 03.保険
料賦課

兵庫県
神戸市

【機能ID3.6.1.】
① 郵便料金削減の観点から3.1.21及び3.1.22同様ハガキ
サイズの様式を出力する機能（プレプリント様式にも対応）を
追加してほしい。

3　保険
料賦課

3.6　口
座振替
依頼

【機能ID3.6.1.】
3.1.21及び3.1.22同様ハガキサイズの様式を出力（プレプリ
ント様式にも対応）することができること。

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

2023年3
月、指定都
市要件とし
て詳細化

再検討 ハガキ様式の帳票レイアウト案をご提示いただければ検討いた
します。
なお、人口規模や大量処理のために必要な機能と考えますの
で、規定するとしても標準オプション機能といたします。
また、帳票レイアウト案のご提示がない場合、当該帳票は標準
準拠システムにおけるEUC機能の活用や、外付けでベンダが別
途提供するEUCツールを活用して対応していただきますようお
願いいたします。
※ 協議案管理番号22、152と同趣旨意見

ご意見を踏まえ、帳票「口座振替開始（変更）のお知らせ
（ハガキ様式）」の出力機能、および帳票レイアウトを追加し
ましたので、第3.0版案（修正版）の確認をお願いします。

機能
追加

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、第3.0版案にて
指定都市要件として機能追加します。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

なお、コメントにありました中段の表にある「振込口座」は誤記でしたの
で、ご指摘のとおり「振替口座」へ修正いたしました。

3　保険
料賦課

＜機能ID 0230390の要件をもとに指定都市要件として追加＞
口座振替依頼のあった被保険者について、「口座振替開始（変更）
のお知らせ」を出力できること。

※1 一括出力もできること
※2 プレプリント様式を用いた出力ができること

＜口座振替開始（変更）のお知らせ（ハガキ様式）＞
■帳票詳細要件 シート:賦課-追01■

○ プレプリント様式を用いた出力は、帳票詳細要件に定めるシス
テム印字項目のみをシステムより印字する。なお、帳票レイアウ
トは実装必須機能の欄に記載している様式と同様の様式で固
定文言や枠線等があらかじめ印刷された用紙とする。
当要件にかかる運用を介護保険システム以外（統合収滞納
管理機能）にて実施する場合は、デジタル庁にて定める「地方
公共団体情報システム共通機能標準仕様書」のとおりである。

2024年3月、
指定都市要
件として追加

検討（条件
あり）

22 素案 691 03.保険
料賦課

兵庫県
神戸市

○帳票詳細要件
【07.口座振替開始（変更）のお知らせ】
郵便料金削減の観点から納入通知書と同様にハガキサイズの
帳票を追加してほしい。

○帳票詳細要件
【07.口座振替開始（変更）のお知らせ】
郵便料金削減の観点から納入通知書と同様にハガキサイズの
帳票を追加してほしい。

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

2023年3
月、指定都
市要件とし
て詳細化

再検討 ハガキ様式の帳票レイアウト案をご提示いただければ検討いた
します。
なお、人口規模や大量処理のために必要な機能と考えますの
で、規定するとしても標準オプション機能といたします。
また、帳票レイアウト案のご提示がない場合、当該帳票は標準
準拠システムにおけるEUC機能の活用や、外付けでベンダが別
途提供するEUCツールを活用して対応していただきますようお
願いいたします。
※ 協議案管理番号13、152と同趣旨意見

協議案_管理番号22と同じ。 機能
追加

協議案_管理番号22と同じ。 3　保険
料賦課

＜機能ID 0230390の要件をもとに指定都市要件として追加＞
口座振替依頼のあった被保険者について、「口座振替開始（変更）
のお知らせ」を出力できること。

※1 一括出力もできること
※2 プレプリント様式を用いた出力ができること

＜口座振替開始（変更）のお知らせ（ハガキ様式）＞
■帳票詳細要件 シート:賦課-追01■

○ プレプリント様式を用いた出力は、帳票詳細要件に定めるシス
テム印字項目のみをシステムより印字する。なお、帳票レイアウ
トは実装必須機能の欄に記載している様式と同様の様式で固
定文言や枠線等があらかじめ印刷された用紙とする。
当要件にかかる運用を介護保険システム以外（統合収滞納
管理機能）にて実施する場合は、デジタル庁にて定める「地方
公共団体情報システム共通機能標準仕様書」のとおりである。

2024年3月、
指定都市要
件として追加

検討（条件
あり）

152 追加
要件
①

70 3保険料
賦課

3.6口座
振替依
頼

【07.口座振替開始（変更）のお知らせ】帳票様式をハガキ
様式で定めること。

◎ 政令市により毎月大量の
帳票が発生する。圧着ハ
ガキを利用することで封入
する作業を省き、郵送費
を安価にできるため、ハガ
キサイズでの印刷を可能
にして欲しい。

19介護保
険_素案確
認用№
735

再検討 ハガキ様式の帳票レイアウト案をご提示いただければ検討いた
します。
なお、人口規模や大量処理のために必要な機能と考えますの
で、規定するとしても標準オプション機能といたします。
また、帳票レイアウト案のご提示がない場合、当該帳票は標準
準拠システムにおけるEUC機能の活用や、外付けでベンダが別
途提供するEUCツールを活用して対応していただきますようお
願いいたします。
※ 協議案管理番号13、22と同趣旨意見

協議案_管理番号22と同じ。 機能
追加

協議案_管理番号22と同じ。 3　保険
料賦課

＜機能ID 0230390の要件をもとに指定都市要件として追加＞
口座振替依頼のあった被保険者について、「口座振替開始（変更）
のお知らせ」を出力できること。

※1 一括出力もできること
※2 プレプリント様式を用いた出力ができること

＜口座振替開始（変更）のお知らせ（ハガキ様式）＞
■帳票詳細要件 シート:賦課-追01■

○ プレプリント様式を用いた出力は、帳票詳細要件に定めるシス
テム印字項目のみをシステムより印字する。なお、帳票レイアウ
トは実装必須機能の欄に記載している様式と同様の様式で固
定文言や枠線等があらかじめ印刷された用紙とする。
当要件にかかる運用を介護保険システム以外（統合収滞納
管理機能）にて実施する場合は、デジタル庁にて定める「地方
公共団体情報システム共通機能標準仕様書」のとおりである。

2024年3月、
指定都市要
件として追加

検討（条件
あり）

115 追加
要件
①

33 7　認定
管理

7.2　認
定調査

認定調査委託料の請求書を作成できること。
※一括出力もできること。

○ 政令指定都市では、他
市の事業者Aが、B市C
区、D区、E区、F区と複
数の区役所と調査委託
契約を締結することは当
然想定されるため、事業
者Aの業務効率化のため
にも当該機能は、実装必
須としていただきたい。
（特に調査料は、市町
村によって差があるためト
ラブル防止のためにも請
求書の発行は必要で
す。）

【回答様
式】_1578

再検討 当該帳票の帳票レイアウト案をご提示いただければ検討いたし
ます。
なお、人口規模や大量処理のために必要な機能と考えますの
で、規定するとしても標準オプション機能といたします。
また、帳票レイアウト案のご提示がない場合、当該帳票は標準
準拠システムにおけるEUC機能の活用や、外付けでベンダが別
途提供するEUCツールを活用して対応していただきますようお
願いいたします。
※ 協議案管理番号 138と同趣旨意見

ご意見やご提示いただいた帳票サンプルを確認しましたところ、
帳票の内容から認定調査委託料における請求事務等が自治
体によりさまざまで現在の運用に合わせたものと理解いたしまし
た。
提示いただいた帳票をもとに帳票レイアウトを規定しますと、全
自治体の項目を採用するとした場合は不要とされる自治体が
発生し、全自治体に共通する項目のみとした場合は不足する
自体も発生すること、又標準仕様として規定できる具体的なレ
イアウト案のご提示がございませんでしたので、不採用とさせてい
ただきます。

代替
可

前回ご提示しました事務局の11/2 確認（２回目）検討方針・論
点に対し、全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、不採用
とさせていただきます。
当該帳票は標準準拠システムにおけるEUC機能の活用や、外付けで
ベンダが別途提供するEUCツールを活用して対応していただきますよう
お願いいたします。

－ － － － － － 検討（条件
あり）

138 追加
要件
①

56 7　認定
管理

7.2　認
定調査

【素案】
「介護保険　認定調査委託料請求書」を出力できること。

※ 一括出力もできること

◎ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

19介護保
険_素案確
認用_【回
答様式】
_No.152
9

再検討 当該帳票の帳票レイアウト案をご提示いただければ検討いたし
ます。
なお、人口規模や大量処理のために必要な機能と考えますの
で、規定するとしても標準オプション機能といたします。
また、帳票レイアウト案のご提示がない場合、当該帳票は標準
準拠システムにおけるEUC機能の活用や、外付けでベンダが別
途提供するEUCツールを活用して対応していただきますようお
願いいたします。
※ 協議案管理番号 115と同趣旨意見

協議案_管理番号115と同じ。 代替
可

協議案_管理番号115と同じ。 － － － － － － 検討（条件
あり）
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受入
可否

受入不可
箇所

受入不可理由 受入可能内容 質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可能
内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可能
内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可能内容 質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可
能内容

質問・補足等

堺市 日立システムズ 富士通Japan
第２回指定都市要件検討分科会後　ご意見記入箇所

確認（２回目）の回答内容（指定都市） 確認（２回目）の回答内容（ベンダ）

横浜市 川崎市 名古屋市 大阪市 神戸市 NEC

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

レイアウトに異論はあ
りませんが、中段の表
にある「振込口座」は
「振替口座」が正しい
と思われますので、ご
確認くださいますよう
お願いします。

受入
可

オプション機能であれば受入
可。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

同上 受入
可

オプション機能であれば受入
可。

受入
可

受入
可

協議案_管理番号
13と同じ。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

同上 受入
可

オプション機能であれば受入
可。

受入
可

受入
可

協議案_管理番号
13と同じ。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

本市は調査委託料請求
書をシステム出力して
いないのでレイアウト
を提出しておらず受入
可ですが、他市の回答
を拝見すると各市の帳
票を提出するものと誤
認していた可能性があ
るので、提出した市で
受け入れ可能なレイア
ウト案をすり合わせる
ように再度認識を共有
し、その機会を提供す
べきではないかと考え
ます。

受入
可

受入
可

受入
可

標準仕様書外とし
て、外付け対応で
問題ありません。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

同上 受入
可

受入
可

受入
可

受入
可
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指定都市要件検討分科会における検討要件一覧（介護保険）
※ 協議案_管理番号順ではなく、要件の内容が近しい順に並び変えています。

制度所管府省（事務局）作業

協議案
_管理
番号

シート
名

No 事業名 自治体
名

意見内容 大項目 中項目 機能要件 実装
区分

要件の考え方・理由 備考 協議後
の判定
区分

9/28 第１回分科会（確認１回目時点）
検討方針

11/2 確認（２回目）
検討方針・論点

大項目 機能要件 実装
類型

要件の考え方・理由 備考（改版
内容等）

適合
基準日

検討分類指定都市要件検討結果（第２回分科会）の判定区分・検討結果
判定区分:採用（機能追加、規定済、代替可）、不採用

デジタル庁 事務局　第3.0版案デジタル庁（素案）
事務局

事務局

資料２青色明細は全て受入可となった要件

赤文字は第１回分科会にて提示した変更箇所 緑文字は確認１回目の結果を踏まえ反映した箇所

33 素案 1886 08.給付
管理

兵庫県
神戸市

【機能ID8.8.29.】
① 機能ID【8.8.26.】の本人償還分と同じく、受領委任払い
もハガキサイズの様式で出力（プレプリント様式を用いた出力も
可）できるようにして欲しい。

8　給付
管理

8.8　高
額サービ
ス費

【機能ID8.8.29.】
① 機能ID【8.8.26.】の本人償還分と同じく、受領委任払い
もハガキサイズの様式で出力（プレプリント様式を用いた出力も
可）できること。

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

2023年3
月、指定都
市要件とし
て詳細化

再検討 ハガキ様式の帳票レイアウト案をご提示いただければ検討いた
します。
なお、人口規模や大量処理のために必要な機能と考えますの
で、規定するとしても標準オプション機能といたします。
また、帳票レイアウト案のご提示がない場合、当該帳票は標準
準拠システムにおけるEUC機能の活用や、外付けでベンダが別
途提供するEUCツールを活用して対応していただきますようお
願いいたします。

ご意見を踏まえ、帳票「介護保険高額介護（予防）サービス
費支給（不支給）のお知らせ（受領委任払）（ハガキ様
式）」の出力機能、および帳票レイアウトを追加しましたので、
第3.0版案（修正版）の確認をお願いします。

機能
追加

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、第3.0版案にて
指定都市要件として機能追加します。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

コメントにある以下のご質問については、当該帳票を含め、「介護保険
高額介護（予防）サービス費支給（不支給）決定通知書」等と同
様に、高額介護（予防）サービス費の審査決定にて処理したサービ
ス提供年月分が印字対象と想定をしております。また、帳票の印字項
目としては本人への支給金額等はありますが、「負担上限額」はござい
ません。そのため、変更月の１ヶ月分だけの通知書・お知らせとされた
い場合は帳票の出力時に条件を絞り込む等で対応いただく想定でご
ざいます。

【質問】
複数月を一覧にまとめて印字できるが、世帯員異動等により一部の月
の負担上限額が変更になった場合、変更月分は１ヶ月だけの通知書
となるのか、一覧の中に含まれて印字されるのかご教示いただきたい。

8　給付
管理

＜機能ID 0230985の要件をもとに指定都市要件として追加＞
＜自庁運用＞
受領委任払いによる申請の場合、被保険者向けに「介護保険高額
介護（予防）サービス費支給（不支給）のお知らせ（受領委任
払）」を出力できること。

※1 一括出力もできること
※2 プレプリント様式を用いた出力ができること

＜介護保険高額介護（予防）サービス費支給（不支給）のお知ら
せ（受領委任払）（ハガキ様式）＞
■帳票詳細要件 シート:給付-追01■

○ プレプリント様式を用いた出力は、帳票詳細要件に定めるシス
テム印字項目のみをシステムより印字する。なお、帳票レイアウ
トは実装必須機能の欄に記載している様式と同様の様式で固
定文言や枠線等があらかじめ印刷された用紙とする。

2024年3月、
指定都市要
件として追加

検討（条件
あり）

84 追加
要件
①

2 01.介護
保険共
通

1.2. 【機能ID 1.2.14.】
②地域区分変更時だけでなく、他項目の変更や新規登録につ
いて一括登録できること。

◎ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

（横浜
市）19介
護保険_素
案確認用
_NO.119

再検討 制度改正等による変更に伴う一括更新が考えられる項目は、
規定済となります。その他の項目で複数事業所の情報を一括
で一律登録・変更することができる項目はないと考えますが、具
体的に対象とされたい項目や、その項目を一括に登録・変更が
想定される運用ケース等をお示しいただければ再検討いたしま
す。

第１回指定都市要件検討分科会にて左記のとおり、ご依頼さ
せていただきましたが、特段「具体的に対象とされたい項目や、
その項目を一括に登録・変更が想定される運用ケース等」のご
提示がございませんでした。
また、横浜市様に個別に問合せたところ、再確認した結果、追
加したい項目等はなかったとのことですので、不採用とさせていた
だきます。

不採
用

前回ご提示しました事務局の11/2 確認（２回目）検討方針・論
点に対し、全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、不採用
とさせていただきます。

－ － － － － － 検討（条件
あり）

122 追加
要件
①

40 2.機能
要件

08.給付
管理

【機能・帳票要件 8.1給付共通管理】
高額介護サービス費以外の各種サービス費も調整（相殺）
機能を追加いただきたい。

【理由】本市では、各種サービス費の調整（相殺）を可能とす
ることで、被保険者の利便性向上及び自治体事務の効率化
及び未収金発生を抑止している。この機能を標準仕様に組み
込むことで、他の保険者においても住民サービスの向上や、行
政事務の効率化等の同様の効果が期待できるため。

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

【回答様
式】_№
1904

再検討 「高額介護サービス費以外の各種サービス費」にも同様に適用
できるものか、厚生労働省様に確認中となります。

※協議案管理番号125と同趣旨意見

現在、厚生労働省様にて引き続き、確認中となっております。
現時点で受入可否やコメントを多数頂戴しておりますが、厚生
労働省様の確認結果・見解を確認した上で、検討方針をお示
しいたします。

継続
検討

意見内容から指定都市に限った要件ではないことを踏まえ、介護保険
システム等標準化検討会における検討課題として継続検討の扱いと
いたします。
厚生労働省様の確認結果・見解を確認した上で、検討方針等の結
果につきましては、構成員へ共有いたします。

確認中

125 追加
要件
①

43 2.機能
要件

10.総合
事業

【機能ID 10.7.32.】
業務効率化のため、高額医療合算介護予防サービス費相当
事業との調整（相殺）もできる様に変更してほしい。
【理由】本市では、各種サービス費の調整（相殺）を可能とす
ることで、被保険者の利便性向上及び自治体事務の効率化
及び未収金発生を抑止している。この機能を標準仕様に組み
込むことで、他の保険者においても住民サービスの向上や、行
政事務の効率化等の同様の効果が期待できるため。

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

【回答様
式】_№
2209

再検討 指定都市からの要件としては、「高額介護予防サービス費相当
事業と高額医療合算介護予防サービス費相当事業」にも同
様に適用できるものか、厚生労働省様に確認中となります。

※協議案管理番号122と同趣旨意見

現在、厚生労働省様にて引き続き、確認中となっております。
現時点で受入可否やコメントを多数頂戴しておりますが、厚生
労働省様の確認結果・見解を確認した上で、検討方針をお示
しいたします。

継続
検討

意見内容から指定都市に限った要件ではないことを踏まえ、介護保険
システム等標準化検討会における検討課題として継続検討の扱いと
いたします。
厚生労働省様の確認結果・見解を確認した上で、検討方針等の結
果につきましては、構成員へ共有いたします。

確認中

7 素案 517 03.保険
料賦課

北海道
札幌市

○　【機能ID3.1.21.】
実装オプション機能の「賦課処理の行われた被保険者につい
て、「納入通知書（保険料額決定通知書）兼特別徴収開
始通知書」または「納入通知書（保険料額変更通知書）兼
特別徴収額変更通知書、特別徴収中止通知書」を出力でき
ること。」について効率的に市民対応を行うため※２の項目に・
還付の有無　・管理区・賦課処理事由を追加していただきた
い。

3　保険
料賦課

3.1　保
険料賦
課共通

　【機能ID3.1.21.】
実装オプション機能の「賦課処理の行われた被保険者につい
て、「納入通知書（保険料額決定通知書）兼特別徴収開
始通知書」または「納入通知書（保険料額変更通知書）兼
特別徴収額変更通知書、特別徴収中止通知書」を出力でき
ること。」

※２の項目に・還付の有無　・管理区・賦課処理事由を追加
すること。

◎ 指定都市の制度上必要
な機能

2023年3
月、指定都
市要件とし
て詳細化

再検討 「還付の有無」は保険料収納にて還付対象となっているか確認
するために必要とされているものと理解しました。対象者の確認
につきましては、機能ID 0230351、0230352の一覧機能で
確認できることとして規定済となります。なお、山分けは帳票の
出力の際に郵送を見据えた出力単位を分けるための機能とな
ります。
「管理区」は機能ID 0230253にて規定済であり、機能ID
0238004、0238005にて「郵便局別（地区管理コード
別）」で可能です。
「賦課処理事由」は管理項目「通知書決定理由コード」のこと
と理解しました。機能ID 0230240にて出力する帳票のシステ
ムからの印字項目を指定し並び替えは規定済となります。
※協議案管理番号8と同意見（対象項目に差異あり）

ご意見を踏まえ、機能ID 0230352を指定都市要件としては
実装必須機能として、追加しましたので、第3.0版案（修正
版）の確認をお願いします。

機能
追加

ベンダ2社から「受入不可」の回答を頂戴いたしましたが、受入不可理
由等を踏まえ、個別確認も実施させていただいた結果から、以下の整
理としております。
・追加する要件は、3.保険料賦課の機能ID 0230352にて標準オプ
ション機能で規定している機能要件であり、指定都市要件としては実
装必須機能として実装区分を変更した機能要件を追加するものであ
り、指定都市要件の検討の趣旨と合致するものと考えます。
・また、素案のご意見に対し、第１回分科会での検討方針で問題な
いと回答を頂戴した上で、プラスのご意見として規定済の要件に対し、
実装区分の変更を特定の要件に対して希望されているもので、幅広
にならないよう、同様の※書きがある機能要件は対象とせずに厳選さ
れた結果であると事務局としては認識しており、第3.0版案を作成して
おります。

・以上のことを踏まえ、左記の要件は第3.0版案にて指定都市要件と
して機能追加します。
・なお、当要件は制度改正等の政策上必要な要件ではないため、デ
ジタル庁が示した「標準仕様書と適合確認に関する考え方」に倣い、
適合基準日を「令和９年４月１日」へ変更しました。

3　保険
料賦課

＜機能ID 0230352の要件をもとに指定都市要件として追加＞
納入通知書の出力対象者を一覧で確認できること。
※ 通知書出力から発送までの間に賦課情報や宛名情報等の異動
が発生した対象者の引抜が行えること

◎ 2024年3月、
指定都市要
件として追加

令和９年
４月１日

検討

117 追加
要件
①

35 4.帳票
要件

【1.6.帳票出力機能】
発行文書及び対象者を特定するためのバーコードを印字を可
能とする

○ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

【回答様
式】_№
326

再検討 機能ID 0230247にて規定済となります。 ご意見を踏まえ、規定済の機能ID 0230247、0230248と
は用途が異なる要件が必要と判断しましたので、指定都市要
件として標準オプション機能として追加しましたので、第3.0版
案（修正版）の確認をお願いします。

機能
追加

・ベンダ2社から「受入不可」の回答を頂戴いたしましたが、追加する要
件は処理状況に関する情報を想定したものであり、機能ID
0230247、0230248に規定している情報は異なるものとなります。ま
た、自治体によって事務量や運用の差異はあることから必要性の違い
も考慮し、標準オプション機能として提示されていただいておりました。
・以上のことを踏まえ、左記の要件は第3.0版案にて指定都市要件と
して機能追加します。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

なお、バーコードの仕様については「要件の考え方・理由」にも記載して
いるとおり、バーコード内に埋め込む情報を用いて、システムにてどのよう
に処理を制御するかによって変わるものであるため、ベンダの実装による
ところであり、帳票種別と発行月等も実装される機能によっては必要な
情報の１つではあると考えます。

1　介護
保険共
通

＜機能ID 0230247、0230248の要件をもとに指定都市要件とし
て追加＞

各申請書・届出書やお知らせ、通知書等に設けている自由記載欄
（主に帳票の最下部に配置）に対して、当該帳票による処理状況を
識別できるバーコードもしくは二次元コードを印字できること。

※ 帳票単位で印字有無を設定できること

○ 業務効率を向上させるために、印字したバーコードもしくは二次
元コードを読み取って、台帳登録画面等で処理状況を更新し
たり、関連項目を設定したり等を行い、処理状況を進めることを
容認するための要件を想定している。
読み取った情報にて処理状況を把握できればよいため、バー
コードもしくは二次元コードの種類は問わないが、自治体の財
政負担に繋がらない実装方法が望ましい。把握した情報によ
り、システムにてどのように処理を制御するかはベンダの実装によ
るところとなる。

2024年3月、
指定都市要
件として追加

検討

129 追加
要件
①

47 1　介護
保険共
通

1.6　帳
票出力
機能

【機能要件1.6.13.】
大量帳票等の印刷のため、当該帳票等のデータ（外字情報
を含む。）について印刷イメージファイル（PDF形式等）を作
成し、出力できること。

◎ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

19介護保
険_素案確
認用_【回
答様式】
_No.220

再検討 必ずしも指定都市として必要な要件ではなく、人口規模の大き
な自治体でも必要な機能であることから、標準オプション機能と
して定めております。

ご意見を踏まえ、機能ID 0230226を指定都市要件としては
実装必須機能として、追加しましたので、第3.0版案（修正
版）の確認をお願いします。

機能
追加

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、第3.0版案にて
指定都市要件として機能追加します。
・なお、当要件は制度改正等の政策上必要な要件ではないため、デ
ジタル庁が示した「標準仕様書と適合確認に関する考え方」に倣い、
適合基準日を「令和９年４月１日」へ変更しました。

・業者委託向けにCSVファイルの出力に関する要件は、機能ID
0230225にて実装必須機能として規定済となります。

1　介護
保険共
通

＜機能ID 0230226の要件をもとに指定都市要件として追加＞
大量帳票等の印刷のため、当該帳票等のデータについて印刷イメージ
ファイル（PDF形式等）を作成し、出力できること。

◎ 2024年3月、
指定都市要
件として追加

令和９年
４月１日

検討
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受入
可否

受入不可
箇所

受入不可理由 受入可能内容 質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可能
内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可能
内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可能内容 質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可
能内容

質問・補足等

堺市 日立システムズ 富士通Japan
第２回指定都市要件検討分科会後　ご意見記入箇所

確認（２回目）の回答内容（指定都市） 確認（２回目）の回答内容（ベンダ）

横浜市 川崎市 名古屋市 大阪市 神戸市 NEC

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

オプション機能であれば受入
可。

【質問】
複数月を一覧にまとめて印字で
きるが、世帯員異動等により一
部の月の負担上限額が変更に
なった場合、変更月分は１ヶ月
だけの通知書となるのか、一覧
の中に含まれて印字されるのか
ご教示いただきたい。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

臨時的なデータの
一括更新は、パッ
チ対応という意見
が多かったため受
入可とします。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
不可

機能 還付を把握するための要件
は「0230351」であり、
「0230352」は引抜要件
のため、本指定都市要望と
直接関係無いと思われる。

納入通知書以外の「出力
から発送までの間に賦課情
報や宛名情報等の異動が
発生した対象者の引抜が
行えること」要件は全てオプ
ションであり、出力対象者
一覧という形式をとらず、賦
課情報や宛名情報の異動
対象者と納通発行者との
突合のみであればEUCによ
る抽出も可能であると考え
ております。このため必須機
能として定義するのではなく
オプションのままとして自治
体によって実装を判断して
よいものと考えます。

受入
不可

機能＋
適合基
準日

Q列の内容からは「還付
の有無」については、読
み取れないため、「※2
「還付の有無」について
一覧から確認できるこ
と。」を記載した方が良い
と思います。

その上で、指定都市、指
定都市以外でも便利機
能に該当すると考えてお
りますが、対応の優先度
等から適合基準日まで
の対応はできないため、
実装類型については「実
装オプション」としていただ
きたい。

実装オプションとしてであ
れば受け入れ可能です。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

バーコードで読み取れる情報は自治
体毎にオプション設定できるようにし
ていただきたい。

【理由】
ステータス管理の為、バーコードの仕
様としては、多種類の帳票及び発
行月毎にバーコードを印字できるよ
う、被保険者番号だけではなく、帳
票種別と発行月等も含めたい。
大阪市では返戻文書管理の後続
処理として不現住調査や公示送達
等を行っている。
なお、国保システムではバーコードに
文書識別情報も仕様に入っている。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
不可

機能 現在の規定上、自由記
載欄に処理状況を識別
できるバーコードを印字す
ることは問題ないと考え
ているため、機能要件と
しては新たに記載が必要
でしょうか。自由記載欄
への印字内容を規定す
ると、かえって標準仕様
書の位置付けが難しくな
る場合もあると思われま
す。

現在の規定上、自由記
載欄に処理状況を識別
できるバーコードを印字す
ることは問題ないと考え
ているため、機能要件と
しては新たに記載が必要
でしょうか。自由記載欄
への印字内容を規定す
ると、かえって標準仕様
書の位置付けが難しくな
る場合もあると思われま
す。

受入
不可

機能 指定都市におい
ても、事務量、
運用の違いがあ
り、左記機能は
独自性が強いと
考えるため。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

帳票印刷を外部委託している為、
帳票印刷を外部委託する場合も
PDF化は必須である。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

業者委託向けにCSV
ファイルの出力は要件に
記載する必要はないで
しょうか。

受入
可

現在確認中のため、今回の回答は不要です。

現在確認中のため、今回の回答は不要です。
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指定都市要件検討分科会における検討要件一覧（介護保険）
※ 協議案_管理番号順ではなく、要件の内容が近しい順に並び変えています。

制度所管府省（事務局）作業

協議案
_管理
番号

シート
名

No 事業名 自治体
名

意見内容 大項目 中項目 機能要件 実装
区分

要件の考え方・理由 備考 協議後
の判定
区分

9/28 第１回分科会（確認１回目時点）
検討方針

11/2 確認（２回目）
検討方針・論点

大項目 機能要件 実装
類型

要件の考え方・理由 備考（改版
内容等）

適合
基準日

検討分類指定都市要件検討結果（第２回分科会）の判定区分・検討結果
判定区分:採用（機能追加、規定済、代替可）、不採用

デジタル庁 事務局　第3.0版案デジタル庁（素案）
事務局

事務局

資料２青色明細は全て受入可となった要件

赤文字は第１回分科会にて提示した変更箇所 緑文字は確認１回目の結果を踏まえ反映した箇所

169 追加
要件
②

1027 05.滞納
管理

神奈川
県横浜
市

【機能ID 5.1.1.】
①実装オプション機能の管理項目にある「連帯納付義務者」に
ついて、連帯納付義務者に請求できる延滞金が管理できるの
か不明である。また、時効の中断も一人ずつ管理すべきである
ため、被保険者に時効中断かけた場合、連帯納付義務者の
不能欠損や時効管理等を個別に管理できるのか不明なである
ため明示していただきたい。

05.滞納
管理

 5.1. 【機能ID 5.1.1.】
①実装オプション機能の管理項目にある「連帯納付義務者」に
ついて、連帯納付義務者に請求できる延滞金が管理できるの
か不明である。また、時効の中断も一人ずつ管理すべきである
ため、被保険者に時効中断かけた場合、連帯納付義務者の
不能欠損や時効管理等を個別に管理できること。

◎ 指定都市の制度上必要
な機能

再検討 連帯納付義務者の扱いについては、国税徴収法や地方税法
などの法令を準用し行うことが前提となる認識です。
延滞金額や連帯納付義務者の管理は、機能ID 0230460
にて管理項目に定めており、又履歴管理ができることとしている
ため、規定済となります。

ご意見を踏まえ、機能ID 0230460、0230461に関する要
件を追記したものを追加しましたので、第3.0版案（修正版）
の確認をお願いします。

機能
追加

・ベンダ1社から「受入不可」として、「連帯納付義務者を軸とした滞納
管理は過剰である」とコメントを頂戴しておりましたが、受入不可とされ
る詳細な理由・補足は頂戴できませんでした。事務局としてはベンダ・
自治体によって機能として過剰と考えられる場合もあることを考慮し、
標準オプション機能として提示しておりました。

・以上のことを踏まえ、左記の要件は第3.0版案にて指定都市要件と
して機能追加します。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

また、ご意見を踏まえ、※書きの表記として、連帯納付義務者の不納
欠損や時効の管理が行うことを希望されている要件でしたので右記の
とおり見直しております。

5　滞納
管理

＜機能ID 0230460、0230461の要件をもとに指定都市要件とし
て追加＞
滞納者の情報が登録・修正・削除・照会できること。

※ 連帯納付義務者 ごとに、の不納欠損や時効の管理等が行えること

○ 2024年3月、
指定都市要
件として追加

検討

92 追加
要件
①

10 05.滞納
管理

5.4. 【機能ID 5.4.8.】
①差押した際には差押え専用の納付書を使用する必要がある
ため、差押関連帳票に差押用の納付書を追加すること。またこ
の納付書による納付は、4.1.1の収納共通管理でも明確に判
断できるようにすること。

◎ 人口規模や大量処理の
ために必要な機能

（横浜
市）19介
護保険_素
案確認用
_NO.103
2

再検討 機能ID 0230463にて、「滞納者に対する督促や催告等に合
わせ、納付書を出力できること。」と規定済となり、差押用の納
付書も可能と考えますが、自治体固有の様式の場合は標準
準拠システムにおけるEUC機能の活用や、外付けでベンダが別
途提供するEUCツールを活用して対応していただきますようお
願いいたします。
また、機能ID 0230409、0230410の収納共通管理として
登録するものではなく、対象者の情報として参照する内容にな
りますので、管理項目として規定対象外となります。

納付書は、機能ID 0230463の※書きに記載のとおり、税務
システム標準仕様書にて規定される帳票レイアウト等を用いる
こととしております。
税務システム標準仕様書（収納管理）の帳票印字項目で
は、名称の印字だけでなく、項目名称も「納税義務者名（タイ
トル）」にて「納付義務者名」などと印字することが可能とされて
いるようであるため、用途が違う場面であっても同一の帳票様式
が使用できるよう配慮されておりますので、差し押さえ専用の様
式は用意する必要はないと想定しております。

（※書きより抜粋）
・税務システム標準仕様書（収納管理）における「帳票
ID:0140129 帳票名称:納付書」に準拠する形
・領収書部分は税務システム標準仕様書の「9_帳票印字項
目・諸元表_014収納管理」に定められている項目のうち、「領
収書部分（全期前納・期別納付書用）」に準拠すること

また、ご意見に対する検討方針としては上記のとおりで問題な
い旨を確認させていただきましたが、そもそも「第三債務者」等を
管理する項目が機能要件に規定されていないのではないかと追
加でご意見を頂戴しました。
確認した結果、ご意見のとおりであったため、右の第3.0版案の
とおり、指定都市要件として追加しましたので、第3.0版案
（修正版）の確認をお願いします。

機能
追加

・全構成員から「受入可」と回答を頂戴しましたので、第3.0版案にて
指定都市要件として機能追加します。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

5　滞納
管理

＜機能ID 0230461の要件をもとに指定都市要件として追加＞
滞納者の情報が登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】
・利害関係者情報（氏名（名称）、住所、電話番号）

○ 利害関係者情報として第三債務者等を管理する想定で、催
告時の納付書において納付義務者欄に印字編集する際に利
用することを想定している。

2024年3月、
指定都市要
件として追加

検討

111 追加
要件
①

29 05.滞納
管理

5.1. 【機能ID5.1.1.】
①現行も多くの区でエリアごとに担当者を設定している。国保で
は担当者ごとに徴収額の統計をとっており、標準化を機に介護
としても同様の対応を行いたいと考えていたため、「滞納管理地
区コード」が削除されたことにより、それが不可能になる場合は
影響は発生する。なお、区によって担当の設定方法は異なる。
町担当が中心だが、例えば「介護はすべての町を１人の職員
が担当し、他の職員で国保を分担する区」や「国保の町担当に
準じて介護の町担当を設定する区」もある。

○
但
し、
旧４
大市
として
は必
須希
望で
調整
済

指定都市の制度上必要
な機能

（横浜
市）19介
護保険_素
案確認用
_NO.追-9

再検討 「滞納管理地区コード」は、対象者の住民情報「地区管理コー
ド」にて規定済となります。

対象者の「滞納管理地区コード」は、データ項目ID
02300114～02300118、02303660～02303664
（地区管理コード１～地区管理コード１０）の何れかで管
理いただき、対象者の住民情報を参照する形で利用可能とし
ておりましたが、20業務で使用する地区コードの種類が指定都
市等の大規模自治体では10個では足りないことも想定される
ため、介護保険固有で規定するほうが運用上の影響は抑える
ことが可能と考えますので、指定都市要件として、標準オプショ
ン機能で追加しましたので、第3.0版案（修正版）の確認を
お願いします。

機能
追加

・ベンダ1社から「受入不可」として、住民情報にて地区コードを管理す
る項目が規定されている中で、介護保険にて個別に規定することで更
なる項目追加を懸念されたコメントを頂戴しました。要件や項目の追
加等のご要望は理由や必要性を確認した上で個々に追加有無を含
めた検討を行いますので、ご懸念点は事務局としても認識した上で今
後の検討を行う想定です。また、追加する管理項目は自治体によって
必要性は異なる点も考慮し、標準オプション機能として提示しておりま
した。

・以上のことを踏まえ、左記の要件は第3.0版案にて指定都市要件と
して機能追加します。
・指定都市以外の機能要件として拡充するかは、令和６年１月の
WTにて検討する予定ですが、当機能は拡充検討対象とします。

5　滞納
管理

＜機能ID 0230461の要件をもとに指定都市要件として追加＞
滞納者の情報が登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】
・滞納管理地区コード

○ 2024年3月、
指定都市要
件として追加

検討
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受入
可否

受入不可
箇所

受入不可理由 受入可能内容 質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可能
内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・
補足等

受入
可否

受入不
可箇所

受入不
可理由

受入可
能内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可能
内容

質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可能内容 質問・補足等 受入
可否

受入不
可箇所

受入不可理由 受入可
能内容

質問・補足等

堺市 日立システムズ 富士通Japan
第２回指定都市要件検討分科会後　ご意見記入箇所

確認（２回目）の回答内容（指定都市） 確認（２回目）の回答内容（ベンダ）

横浜市 川崎市 名古屋市 大阪市 神戸市 NEC

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

ある滞納者の連帯納付
義務者について、不納
欠損や時効の管理が行
えることと言う要求事項
のため、機能要件につい
ては「ごとに」が不要と思
います。

滞納者の情報が登録・
修正・削除・照会できる
こと。
※ 連帯納付義務者の
不納欠損や時効の管理
等が行えること

受入
不可

機能 介護保険は、
被保険者番号
での管理がベー
スであり、連帯
納付義務者を
軸とした滞納管
理は過剰である
と考えるため。

連帯納付義務
者を軸とした管
理を行いたい場
合、統合収滞
納側で実施する
のが良いと考え
ます。

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

指定都市向けの実装オ
プションとして、
0230460、0230461
とは別で、新たに機能要
件を追加していただきた
い。
（一般市向けの機能対
比と混在すると分かりにく
くなるため。#169と合わ
せて検討いただくことは可
能）

受入
可

オプションであれ
ば受入可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
可

受入
不可

機能 仮に20の業務毎地区
管理コードを管理する
と、住民情報の管理する
地区コードの位置付けが
難しく、標準仕様書の方
向性とそぐわないものと考
えます。
（介護の中でも、滞納
だけでなく認定も別で管
理地区コードを持たせた
いなど要求が上がってくる
可能性があると考えてお
ります。）

受入
可

オプションであれ
ば受入可
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